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2025年 10月 22日 

各    位 
 

会 社 名 株 式 会 社 エ イ チ ・ ア イ ・ エ ス 

代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長  矢 田  素 史 

（コード番号 9603  東証プライム） 

問 合 せ 先 常 務 取 締 役  織 田  正 幸 

（TEL 050-1746-4188） 

 

 

株式会社サウスウイングの株式取得（子会社化）に関するお知らせ 
 

当社は、本日開催の取締役会において、株式会社サウスウイング（本社：沖縄県那覇市、以下

「サウスウイング」という。）の株式を取得し、子会社化することを決議いたしましたので、以

下の通りお知らせいたします。 
 
 

記 
 
 

１．子会社取得の理由 

当社グループは、創業より旅行事業を核に、“「心躍る」を解き放つ”をパーパスとして、人々

の「心躍る」体験のサポートをしてまいりました。現在は、中期経営計画（2024-2026年 10月

期）において「コア領域の変革」と「新規領域への挑戦」を方針とし、「旅行関連事業・非旅行事

業の成長」を重点戦略の一つとして掲げ、事業の多角化と持続的成長を目指しております。 

本件株式取得は、この中期経営計画を達成するための「新規領域への挑戦」の一環であり、当

社のコア事業である旅行事業とのシナジー創出を目的とするものです。 

サウスウイングは、沖縄随一の観光地である国際通りにおいて、好立地で観光土産品店「KID 

HOUSE」を６店舗運営し、「沖縄の海」をテーマにした魅力的な店舗づくりや、工芸品・酒類など

の高付加価値商材を訴求する提案型販売ノウハウを有し創業 30年以上の実績と強固な地元基盤を

築いております。 

対象会社をグループに迎え入れることで、国内 148拠点、海外 58カ国 140拠点を有する当社グ

ループのネットワークを活用し、ツアー客の誘致や、当社が運営するホテル事業、地域創生事業

との連携を強化することで、沖縄観光市場における収益基盤の強化を図ります。 

 

２．株式取得の方法 

当社は、サウスウイングの既存株主から議決権所有割合の 80％を取得します。 
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３．株式会社サウスウイングの概要  

（１） 名 称 株式会社サウスウイング 

（２） 所 在 地 沖縄県那覇市久茂地３丁目３番 1号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 清家 昇 

（４） 事 業 内 容 観光土産品の製造、加工、販売事業、小売事業 

（５） 資 本 金 10百万円 

（６） 設 立 年 月 日 1988年９月 16日 

（７） 株 主 及 び 持 株 比 率 清家 昇 

（８） 上場会社と当該会社 

と の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 

（９） 最近３年間の経営成績及び財政状態（単位：百万円） 

決算期 2023年８月期 2024年８月期 2025年８月期 

純資産 784 871 989 

総資産 1,198 1,292 1,389 

１株当たり純資産（円） 3,923,370.97 4,358,924.40   4,949,685.73 

売上高 920 1,018 998 

営業利益 114 122 174 

経常利益 111 120 169 

当期純利益 75 87 118 

１株当たり当期純利益（円） 375,890.78 435,553.43 590,761.33 

 

４．株式取得の相手先の概要  

（１） 氏 名 清家 昇 

（２） 住 所 沖縄県那覇市 

（３） 上場会社と当該個人の関係 該当事項はありません。 

 

５．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 取 得 前 の 所 有 株 式 数 －株（議決権の数：－個） 

（所有割合：－％） 

（２） 取 得 株 式 数 160株（議決権の数：160個） 

（３） 取 得 価 額 960百万円 

（４） 取 得 後 の 所 有 株 式 数 160株（議決権の数：160個） 

（所有割合：80％） 
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６．日程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 2025年 10月 22日 

（２） 株 式 譲 渡 契 約 締 結 日 2025年 10月 22日 

（３） 株 式 譲 渡 実 行 日 2025年 11月 10日（予定） 

 

７．今後の見通し 

本件に伴う業績に与える影響は軽微です。また、本件実行により、株式会社サウスウイングは

来期中（2026年 10月期）に当社の連結子会社となる見込みです。今後開示すべき事項が発生し

た場合には、速やかに公表いたします。 

 

 

以  上 


